
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

生活応援券支給事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰により影響を受け
ている生活者の負担軽減を図るため、町内店舗で利用でき
る地域商品券を支給し、生活を支援する。
②町民１人当たり1万円の地域商品券を支給する（商工会
委託）
③生活応援券1万円×13,600人＝136,000千円
　委託料、郵送料等 9,679千円　　　合計145,679千円
④町内に住民登録のある者

R8.1 R8.4以降

2
③消費下支え等を通
じた生活者支援

プレミアム商品券発行事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
生活者に対して、町内店舗で利用できるプレミアム付き商
品券を発行し、消費を下支えするとともに、町内経済の活性
化を図る。
②プレミアム付商品券発行（商工会が発行する商品券に付
加するプレミアム分を補助）
　発行総額：1億3千万円、プレミアム率30％（町20％、県
10％）
　販売金額：1万円、発行額面：1万3千円
③プレミアム分負担
　町：1億円×20％＝2,000万円、県：1億円×10％＝1,000
万円
④商工会（町民、町内事業者）

R7.4 R8.3

3

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食費負担軽減事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
子育て世帯の負担軽減を図るため、学校給食費を補助し、
生活を支援する。（教職員を除く）
②学校給食費：第2子以降：（小学生）4,300円/月、（中学
生）5,100円/月
③（小学生）4,300円×460人×11月+（中学生）5,100円×46
人×11月＝24,338,600円
④小中学生の保護者
⑤その他🄫は一般財源

R7.4 R8.3

4

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食費支援事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰により、小中学校
で提供する給食の材料費を補助し、保護者の負担を求める
ことなく、これまで通りの栄養バランスや量を保った給食を
提供する。（教職員を除く）
②材料費増額分を補助（材料費総額の10％を上限）
③材料費総額70,000千円×10％＝7,000千円
④学校給食共同調理場運営委員会
⑤その他🄫は一般財源

R7.4 R8.3

5
③消費下支え等を通
じた生活者支援

非課税世帯等生活応援おこめ券支給
事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰により、家計への
影響が大きい非課税世帯等に対し、おこめ券を配布し、生
活負担の軽減を図る。
②おこめ券購入費及び事務費
③おこめ券購入費500円×14枚×1,136世帯＝7,952,000円
　消耗品費62,000円、通信運搬費661,000円
④非課税世帯等
⑤その他🄫は一般財源

R7.8 R8.3

6
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

物価高対応子育て応援手当上乗せ支
給事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
子育て世帯の負担軽減を図るため、物価高対応子育て応
援手当支給事業に上乗せ支給を行い、生活no安定を支援
する。
②0歳から高校3年生年代までのこども1人当たり1万円を給
付
③1万円×2,600人＝26,000千円
④児童手当支給対象児童を養育する父母等
対象児童（平成19年4月2日生～令和8年3月31日生）

R8.1 R8.4以降

7
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

学校給食費緊急補助事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
子育て世帯の負担軽減を図るため、既存の第2子以降無償
化に加え、第1子分の学校給食費を補助し、生活を支援す
る。（教職員を除く）
②学校給食費：第1子：（小学生）4,000円/月、（中学生）
4,800円/月
③（小学生）4,000円×359人×3月+（中学生）4,800円×398
人×3月＝9,730千円
④小中学生の保護者

R8.1 R8.4以降

8
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

地域応援プレミアム商品券発行事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
生活者に対して、町内店舗で利用できるプレミアム付き商
品券を発行し、消費を下支えするとともに、町内経済の活性
化を図る。
②プレミアム付商品券発行（商工会が発行する商品券に付
加するプレミアム分を補助）
　発行総額：1億3千万円、プレミアム率30％（町20％、県
10％）
　販売金額：1万円、発行額面：1万3千円
③プレミアム分負担
　町：1億円×20％＝2,000万円、県：1億円×10％＝1,000
万円
④商工会（町民、町内事業者）

R8.3 R8.4以降
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